
第1号様式（第4条関係）

日

（あて先）名古屋市長

申請者 住　所

氏　名

生年月日 年 月 日

電話番号

年 月 日 令和 年 月 日

名古屋市記入欄

年 月 日 第 － 号

第 － 号土緑維
NICE GREENなごや

認定ランク
　 □　☆☆☆（優秀な緑化）
   □　☆☆   （良好な緑化）

NICE GREENなごや
認定番号

0.0

％

H2.5m以上の樹木
の植栽本数

点

　

緑化助成金
交付決定通知日

令和 土緑維

氏名

全体交付申請額

敷地の建ぺい率
の最高限度

緑化助成金
交付決定番号

◆空地（地上部）緑化・駐車場緑化・屋上緑化・壁面緑化

◆生垣設置のみの場合

緑化施設の管理者

助成対象緑化面積 ㎡ 本
NICE GREEN

なごや認定内容

緑化施設を設置する
敷地の所有者

住所

名古屋市　　　　区

金 円 全体事業費
（助成対象緑化工事代金）

名古屋市緑化助成制度実施要綱に基づき助成金の交付を受けたいので、同要綱第４条の規定により、
関係書類を添えて次のとおり申請します。

建築物等の名称

助成を希望する
緑化施設の住所

令和

フリガナ

（表）

名古屋市緑化助成金交付申請書

年 月

住所

氏名

（法人の場合は、所在地、名称、代表者氏名及び生年月日）

か所

基準緑化率

㎡

令和

金

％

円

助成対象生垣の
設置延長

ｍ 接道緑化率

敷地面積 灌水施設の数

着手予定年月日 完了予定年月日



□

□

□

□

□

□

□

（注３）

該当する□の中にレ印をつけてください。

注３ 提出がある場合は、□にレ印をつけてください。

●

備考　用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。

　⑦ 課税事業者のうち、課税売上割合が低い等の理由から消費税仕入控除
　　 税額確定後の返還を選択する事業者

注１

注２ 場所や申請者名を特定するような写真を掲載することはありません。また、同意された場合も、必ず
掲載するものではありません。

　□ 助成対象について、植物は7年間、植物以外の資材等は15年間、処分できないことを
　　 理解したうえで申請します。

 本市ホームページなどへ、緑化事例として現地の完了写真を掲載することに同意しますか。
　
　□同意します。（注２）
　　　条件付きで同意される場合は、その条件を記入しくてください。（エントランス部分のみなど）
　　　　　　　　　　　　　（掲載条件：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□同意しません。（写真掲載不可）

電話番号 E-mail

担当者

そ
の
他
関
連
事
項

　□ 私は申請敷地において、本市以外の団体等が行う他の緑化助成事業を受けていません。

（裏）

申請者申告欄
（注１）

名古屋市緑化助成制度実施要綱第２条第７項第２号に該当するときは、助成金を交付しません。ま
た、交付決定後にその旨が判明したときは、交付決定を取り消し、又は助成金の返還を求めることがあ
ります。
上記事由を確認する必要がある場合には、申請書に記載されている情報を愛知県警察本部に照会
することがあります。

 住　所 □委任状

 (会社名）
  氏　名

　みどりの補助金があることを何からお知りになりましたか。
　　□本市ウェブサイト　　□本市以外ウェブサイト　　□広報なごや　　□本市リーフレット
　　□施工業者　　□設計業者　　□以前に助成を受けた方　　□知人　 □その他（　　　　　）

　□ 本事業の申請の中に、緑化工法・緑化資材の営業を目的としたものを含みません。

　⑤ 国もしくは地方公共団体(特別会計を設けて事業を行う場合に限る）、
　　 消費税法別表３に掲げる法人

　⑥ 国又は地方公共団体の一般会計である事業者

事
業
費
に
関
す
る
事
項

　□ 私は下記に該当する申請者ではないため、事業費に消費税を含めません。

　□ 私は下記に該当する申請者であるため、事業費に消費税を含めた金額で申請します。

　① 個人事業者ではない個人

　② 消費税法における納税義務者とならない事業者

　③ 免税事業者

　④ 簡易課税事業者


